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２０１４年９月２５日 

 
各 位 

会 社 名 エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社 

代表者名 代表取締役社長    鈴木  篤 

  （コード番号：８２４２ 東証第1部） 

問合せ先 取締役常務執行役員  森  忠嗣 

  （TEL． ０６－６３６７－３１８１） 

 

 

「中華人民共和国における合弁会社設立に関する当事者間の合意のお知らせ」 

 

 

当社は、２０１４年４月２４日に締結いたしました「中華人民共和国浙江省寧波市における阪急百貨店出店に関する基本

協定」に基づき、本日、株式会社海外需要開拓支援機構（以下、「クールジャパン機構」）と、中国合弁会社である寧波阪急

商業有限公司（以下、「寧波阪急商業」）に出資する寧波開発株式会社（以下、「寧波開発」）への共同出資について合意い

たしました。また、寧波開発と寧波都市房産開発有限公司（以下、「寧波都市」）が、合弁契約の締結について合意いたしま

したので、併せてお知らせいたします。 

 

記 
 

１. 合弁会社設立の経緯 

 当社は、長期事業計画「ＧＰ２４計画」において、海外における事業展開を成長戦略の柱のひとつに掲げておりますが、

その第一歩として、中国寧波市への阪急百貨店の出店を予定しております。 

その出店にあたり、日本国内に寧波開発を新たに設立し、寧波開発と中国の現地企業である寧波都市が、合弁会社「寧

波阪急商業」を中国国内に共同で設立して商業施設の運営を行ってまいります。また、寧波開発は寧波阪急商業設立後に

増資を行う予定であり、当社、クールジャパン機構、阪急阪神ホールディングス株式会社及び伊藤忠商事株式会社が出資

する予定です。 

 

【参考】商業施設の概要 

  所 在 地 ： 中華人民共和国浙江省寧波市東部新城核心区 

  商業延床面積 ： 約１６０,０００㎡（地上６階-地下１階） 

  登記投資総額 ： ３０億人民元 

  開 業 時 期 ： ２０１８年秋（予定） 

 

２．合弁会社の概要 

（１）商 号 寧波阪急商業有限公司 

（２）代 表 者 董事長  荒木 直也（予定） 

（３）本 店 所 在 地 中国浙江省寧波市江東区福明街道達升路 

２１弄１３幢１３号００２幢８－１３ 

（４）設 立 年 月 ２０１４年１０月（予定） 

（５）資 本 金 １８億人民元 

（６）事 業 内 容 中国浙江省寧波市東部新城における商業施設の運営 

（７）出 資 比 率 寧波開発株式会社 ７０.０％ 

寧波都市房産開発有限公司 ３０.０％ 
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３．本合弁契約当事者の概要 

 ①寧波開発株式会社 

（１）商 号 寧波開発株式会社 

（２）代 表 者 代表取締役社長  森 忠嗣 

（３）本 店 所 在 地 大阪府大阪市北区角田町８番７号 

（４）設 立 年 月 ２０１４年８月２０日 

（５）資 本 金 １０百万円（※１） 

（６）事 業 内 容 寧波阪急商業有限公司への出資及び融資 

（７）大株主及び持株比率 エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社 １００.０％（※１） 

※１ 寧波開発株式会社は、２０１４年１０月（予定）に第三者割当による増資を予定しております。 

増資の概要は以下のとおりです。 

（１） 増資額  ２２,４９０百万円 

（２） 増資後の資本金  １１,２５５百万円 

（３） 払込日  ２０１４年１０月（予定） 

（４） 増資後の出資比率 エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社 ４７.６％ 

クールジャパン機構（※２） ４７.６％ 

阪急阪神ホールディングス株式会社 ４.４％ 

伊藤忠商事株式会社 ０.４％ 

    ※２ クールジャパン機構は、日本の商品・サービスの海外展開を支援するために設立された官民ファンドです。 

 

②寧波都市房産開発有限公司 

（１）商 号 寧波都市房産開発有限公司 

（２）代 表 者 董事長  鄭 学明 

（３）本 店 所 在 地 中国浙江省寧波市江東区姚隘路１０３５号 

（４）設 立 年 月 ２０１０年６月 

（５）資 本 金 ２００百万USドル 

（６）事 業 内 容 中国浙江省寧波市東部新城における不動産開発等 

（７）大株主及び持株比率 ITOHPIA ENT Investment Co., Ltd. ６０.０％ 

杉杉集団有限公司 ４０.０％ 

 

４．日  程 

（１）株主間契約締結日 

（当社及びクールジャパン機構） 

２０１４年９月２５日 

（２）合弁契約締結日 

（寧波開発及び寧波都市）  

２０１４年９月２５日 

（３）合弁会社設立日 ２０１４年１０月（予定） 

 

５．今後の見通し 

 本合弁会社設立による当社の２０１５年３月期連結業績に与える影響につきましては、軽微であります。 

 

 

以 上 


